
令和８年度鹿児島県子育て支援員研修事業の企画提案に係る業務委託仕様書

１ 趣旨・目的
子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号）に基づく給付又は事業として実

施される小規模保育，家庭的保育，事業所内保育，一時預かり，ファミリー・サ
ポート・センター，放課後児童クラブ，地域子育て支援拠点，仕事・子育て両立
支援等の事業や家庭的な養育環境が必要とされる社会的養護関係施設等に従事す
ることを希望する者等に対し，子育て支援分野に関して必要となる知識や技能等
を修得するための子育て支援員研修を実施し，これらの支援の担い手となる子育
て支援員の養成を図ることを目的とする。

２ 履行期限
令和９年２月26日まで

３ 業務概要
子育て支援員研修の企画・実施及び管理運営

⑴ 会場等の設定・確保
⑵ 研修の日程調整及び研修内容の企画
⑶ 講師の選定・確保
⑷ 募集要領や決定通知等，必要な書類の作成
⑸ 受講申込の受付及び定員を上回った場合の調整
⑹ 研修で使用する資料（テキスト等），教材，機器等の物品の準備
⑺ 研修当日の運営
⑻ 研修修了者等の管理
⑼ アンケートの実施，アンケート結果に基づく改善策の提示及び実績報告書等

の作成
⑽ その他

４ 実施方法及び内容
本研修は，こども家庭庁成育局長，こども家庭庁支援局長連名通知「子育て支

援員事業の実施について」の別紙「子育て支援員研修事業実施要綱」（以下要
綱」という。）に基づき，下記のとおり実施する。
⑴ 会場等の設定・確保

ア 研修規模
(ｱ) 実施する研修及び各研修の定員は，次の表のとおりとする。

なお，講義・演習はｅ－ラーニング形式（ｅ－ラーニングを集合形式で
行う方法を含む。）で行い，実技（心肺蘇生法）については，集合形式で
実施すること。
※ 開催方法については，県と協議の上決定すること。

【表】研修規模等
研修名 視聴期間 定員(延べ人数) 備考

基本研修 １ヶ月以上 690名以上
専門研修

地域保育
共通科目 ２ヶ月以上 530名以上 実技は集合で実施
地域型保育 ※1 ２ヶ月以上 450名以上
一時預かり事業※１ ２ヶ月以上 60名以上
ファミリー･サポート･センター事業 ２ヶ月以上 20名以上

放課後児童コース １ヶ月以上 70名以上
地域子育て支援コース

利用者支援基本型※1 １ヶ月以上 20名以上
利用者支援特定型 １ヶ月以上 20名以上
地域子育て支援拠点事業 １ヶ月以上 30名以上

社会的養護コース １ヶ月以上 20名以上
※ 各コースの定員については，協議の上変更する場合がある。



(ｲ) 申込者が定員を超過した場合は，なるべく多数の者が受講できるように
配慮すること。

(ｳ) ※１のついたコースについては，見学実習が必要となる。地域型保育及
び一時預かり事業については，見学実習内容として必要となる要素を全て
含むような内容であれば，両コース同時に実施しても構わない。

イ 研修会場
(ｱ) 対象者が受講しやすいよう，公共交通機関等が利用可能な利便性のよい

会場又は自家用車の利用に支障がない規模の駐車場のある会場を確保する
こと。

(ｲ) 会場が駐車場を有しない場合は，近隣に有料駐車場がある会場を確保し，
受講者に対しては，公共交通機関等の利用や違法（迷惑）駐車をしない
よう，注意喚起すること。

（ｳ） 各会場の収容定員等については，使用制限の状況が変更となる場合があ
るため，企画提案者において確認すること。

情勢等の変化等により，収容人数制限の緩和や感染症対策に係る措置等
に変更が生じた場合は，その対応について子育て支援課と協議を行うこと。

（ｴ） 鹿児島市内の会場の一部については，以下の表のとおり公共施設の会場
を確保しており，県から使用申請等の手続きを行うことで使用料が免除さ
れるため，研修の開催に当たってはこれらの会場を使用して差支えない。

【表】会場予約状況
建物名 所在地 施設名称 日程

８/20(木)・８/21(金)・
県庁 鹿児島市 県庁講堂 ８/28(金)・８/29(土)・

８/31(月)
※ 利用人数によっては使用不可の場合もあるため，留意すること。

⑵ 研修日程及び内容
ア 研修日程

本県は，離島地域が多いことから，遠方からの受講者も想定し，受講しや
すい時期・日数・時間帯を考慮した上で，下記のイの研修を実施すること。

ただし，実施しても受講申込がない研修については，契約の変更を行う。
イ 研修内容

研修科目及び内容は，要綱５（３）研修内容に定めるものとし，詳細につ
いては，こども家庭庁が別に定める「子育て支援員研修の研修内容等の留意
点について」を参考にすること。
(ｱ) 基本研修
(ｲ) 専門研修

ａ 地域保育コース
(a) 共通科目
(b) 選択科目

① 地域型保育（見学実習を含む。）
② 一時預かり事業（見学実習を含む。）
③ ファミリー・サポート・センター事業

ｂ 放課後児童コース
ｃ 社会的養護コース
ｄ 地域子育て支援コース
(a) 利用者支援事業基本型（見学実習を含む。）
(b) 利用者支援事業特定型
(c) 地域子育て支援拠点事業

ウ 見学実習の代替実施
地域型保育及び一時預かり事業については，見学実習の代替実施が可能で

ある。講義時間は概ね３時間以上とし，DVDの視聴等と講義のほか，子どもの
おむつ交換や食事の介助等を学ぶための演習を交えること。

また，保育の記録などの実物を見る機会を設け，実際の見学実習の内容と
同程度の内容を担保すること。



エ 補講研修の実施
自然災害等のやむを得ない事情により，研修が中止となった場合は，県と

調整の上，補講研修を実施すること。
なお，録画による補講研修を行う場合は，当該年度の講義内容であること。

⑶ 講師の選定・確保
ア 講師の選定・確保

研修内容に関する専門的な知識又は経験を有する者を講師として選定し，必
要な人員を確保すること。

イ 講師との連絡調整
研修における講義日程，講義で使用する資料，機器等について講師と調整

を行うこと。
⑷ 募集要領や受講決定通知書等，研修の実施に必要な書類の作成

ア 本研修の募集要領及び参加申込書等の実施に必要な書類を作成する。
なお，募集要領は1,500部作成し，県へ送付すること。

イ 受託者は，受講申込者に対し，受講決定の有無について，必要な通知を行
うこと。

⑸ 受講申込の受付及び定員を上回った場合の調整
ア 受講申込者の受付窓口を設置すること。
イ 受講申込者が，定員を大幅に超える場合は，県と協議の上，受講者を調整

すること。
⑹ 研修で使用する資料（テキスト等），教材，機器等の物品の準備

ア 研修で使用する資料を担当講師及び県と調整を行った上で作成すること。
イ テキストの作成に当たっては，シラバスの内容を踏まえて，受講者が理解

しやすく，実践的に使用できるものを作成すること。
ウ 研修で使用する物品の準備，搬送を行うこと。

⑺ 研修当日の運営
ア 実技科目を実施する日
(ｱ) 会場との連絡調整，会場の設営（後片付け含む），受講者の受付，司会

進行，講師への対応等，研修を運営するために必要な業務の全てを行うこ
と。

(ｲ) 研修科目の都度，受講申込書の写真と本人を照合し，確認を行うこと。
(ｳ) 受講者の聴講や実習における態度やマナーについて説明を行うこと。

特に，実習先に迷惑をかけるような行為は慎むよう指導すること。
イ ｅ－ラーニング講義を実施する日
(ｱ) ｅ－ラーニング講義の準備，設営，進行，講師への対応等，研修を運営

するために必要な業務の全てを行うこと。
(ｲ) 受講者の本人確認及び閲覧状況の管理を十分に行うこと。

⑻ 研修修了者等の管理
ア 研修の全科目を修了した者（以下「修了者」という。）について，修了年

月日，修了コース等，氏名，連絡先等がわかる名簿を速やかに作成し，毎月
末までに県に報告する。

イ 基本研修のみ修了した者や研修の一部を修了した者についても，修了者と
同様に，必要事項を記載した名簿を速やかに作成し，県に報告する。

ウ 修了者の情報（氏名，住所，連絡先等）を，他の自治体や子育て支援分野
の事業者から求められた際，県から提供できるよう，本人の同意を得ること。

エ 修了証書は，県から修了者に交付する。
⑼ アンケートの実施及び実績報告書等の作成

ア 今後の研修内容や開催日時等の参考とするため，受講者に対してアンケー
トを実施し，集計結果を要約して県に提出すること。

イ 研修終了後は，速やかに実績報告書と収支計算書を県に提出すること。
ウ 見学実習受入先に対して，県と協議の上，礼状を送付すること。

⑽ その他
業務の過程において，県と十分な協議，連携を行うこと。

５ 一括再委託の禁止
受託者は，委託業務の処理を一括して他に委託してはならない。



ただし，受託者が県に対し，再委託を行う内容を書面により届け出て承諾を得
た場合は，再委託できるものとする。なお，再委託を行う場合は，再委託先の一
切の行為について，受託者が責任を負うものとする。

６ 事業費等
⑴ 費用負担

ア 受講料は無料とすること。
イ 受講者は，資料（テキスト等）の実費相当額を負担する。
ウ 受託者は，資料（テキスト等）の実費相当額を受講者から徴収した場合は，

資料作成等費用を委託料に含めないこと。
エ 研修会場までの交通費及び宿泊費，食事代，見学実習に係る検査等や傷害

保険料等の費用は受講者の負担とする。
⑵ 対象経費

本業務の対象経費は，研修実施に必要な共済費，賃金，報償費，旅費，需用
費（消耗品費，印刷製本費），役務費（通信運搬費），使用料及び賃借料とする。

⑶ 委託料の支払い
委託料は，精算払いとする。

⑷ 本業務の経理は，他の経理と明確に区分し，会計帳簿，決算書類等収支を明
かにする書類として整備し，本業務の完了の日の属する年度の終了後５年間保
管すること。

７ 留意事項
⑴ 業務遂行にあたっては，総括責任者を定めること。
⑵ 業務を処理するための個人情報の取扱については，県が定める別記「個人情

報取扱特記事項」を遵守し，本業務を履行する上で，知り得た情報（受講者等
の個人情報を含む。）は適切に管理し，第三者に開示又は漏洩してはならない。

⑶ 特定商品の宣伝又は斡旋，情報の収集等営業活動に類する行為は行わないこと。
⑷ 本業務において作成した資料等に関しては，全て著作権は県にある。
⑸ 本業務に関する一切の紛争については，訴訟費用も含め，全て受託者におい

て責任を負い，対処するものとする。
⑹ 業務の全部又は一部を第三者に委託したり請け負わせてはならない。ただし，

あらかじめ県の承認を得た場合はこの限りでない。
⑺ 本仕様書に定める事項について疑義が生じたとき，又は定めにない事項は，

両者協議により業務を遂行するものとする。
⑻ 本業務の実施にあたっては，次の資料の内容を十分理解した上で，事業実施

の参考とすること。
ア 子育て支援員研修事業実施要綱(令和８年４月８日付けこ成環第198号こ支

家第183号)
イ 子育て支援員研修の研修内容等の留意点について（令和６年３月30日付け事

務連絡）


